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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第３四半期
累計期間

第59期
第３四半期
累計期間

第58期

会計期間
自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日

自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日

自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日

売上高 （千円） 2,440,094 2,388,253 3,515,229

経常利益 （千円） 61,960 9,494 336,073

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
（千円） 3,516 △66,794 155,725

持分法を適用した

場合の投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 990,750 990,750 990,750

発行済株式総数 （株） 6,935,761 6,935,761 6,935,761

純資産額 （千円） 3,247,771 3,226,810 3,363,134

総資産額 （千円） 7,138,380 7,069,513 7,019,018

１株当たり四半期(当期)純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 0.59 △11.29 26.32

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 12.00

自己資本比率 （％） 45.4 45.6 47.9

 

回次
第58期
第３四半期
会計期間

第59期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　平成27年９月１日
至　平成27年11月30日

自　平成28年９月１日
至　平成28年11月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △0.62 △0.90

（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。

３　当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。

４　第59期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。また第58期及び第58期第３四半期累計期

間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

５　株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、１株当たり四半期(当期)純利益金額又は１株当たり四半期純損

失金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数は、資産管理サービス信託銀行（信託Ｅ口）が所有す

る当社株式の数を自己株式に含めて算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

①経営成績の分析

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、やや弱さを含みながらも緩やかな回復基調にあり、雇用環境の改

善が続いているものの、個人消費の回復は鈍く、中国をはじめとした新興国経済の成長鈍化や欧米における政治、

経済の変動による影響が見通せず、先行き不透明な状況が継続しております。

このような状況下において当社では、中学部に受講科目の少ないコースを導入し、主に部活動生のニーズへの対

応を図りました。高等部においてはこれまで行っていたライブ授業を廃止し、東進衛星予備校のフランチャイズ教

室運営に全面的に移行いたしました。

また、教室運営と人的資源の効率的運用を図るため、末吉校（鹿児島県曽於市）、個別指導加治屋教室（鹿児島

県鹿児島市）、個別指導明午橋教室及び個別指導水前寺公園（熊本県熊本市）、個別指導平尾教室（福岡県福岡市

中央区）の５教室を近隣の教室へ統合いたしました。

一方、小学生を対象として脳力開発を行う新ブランド「すばるアカデミー城西教室」を鹿児島市に開校いたしま

した。

生徒構成においては、個別指導の一部の教室を統合したことによる減少と、中学部の既存コースにおいて前年実

績を下回りましたが、受講科目の少ないコースと、小学部及び高等部においては順調に推移いたしました。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は2,388百万円（前年同期比2.1％減）となり、営業損失12百万円（前

年同四半期は営業利益39百万円）、経常利益9百万円（前年同期比84.7％減）となりました。また、熊本地震に係

る特別損失として70百万円を計上したため、四半期純損失は66百万円（前年同四半期は四半期純利益3百万円）と

なりました。

 

②財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ50百万円増加して7,069百万円となりました。流動

資産は前事業年度末に比べ2百万円減少して346百万円、固定資産は前事業年度末に比べ53百万円増加して6,722百

万円となりました。

流動資産減少の主な要因は、教材が減少したことによるものであります。

固定資産増加の主な要因は、投資その他資産の投資有価証券が増加したことによるものであります。

当第３四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ186百万円増加して3,842百万円となりました。流動

負債は前事業年度末に比べ209百万円増加して1,707百万円、固定負債は前事業年度末に比べ22百万円減少して

2,135百万円となりました。

流動負債増加の主な要因は、短期借入金と前受金が増加したことによるものであります。

固定負債減少の主な要因は、長期借入金が減少したことによるものであります。

当第３四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ136百万円減少して3,226百万円となりました。

主な要因は、配当金の支払い及び四半期純損失による利益剰余金の減少によるものであります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年11月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年１月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,935,761 6,935,761

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

であり単元株式数は1,000

株であります。

計 6,935,761 6,935,761 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年９月１日～

平成28年11月30日
－ 6,935,761 － 990,750 － 971,690

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　661,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　6,231,000 6,231 －

単元未満株式 普通株式 　　 43,761 － －

発行済株式総数 6,935,761 － －

総株主の議決権 － 6,231 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、資産管理サー

ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式360,000株(議決権360個)及び証券保管振替機構名義

の株式2,000株（議決権２個）が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式818株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社 昴
鹿児島市加治屋町９番１号 661,000 － 661,000 9.53

計 － 661,000 － 661,000 9.53

(注) 株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有

する当社株式360,000株は上記自己名義所有株式数には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年９月１日から平成28

年11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、監査法人かごしま会計プロフェッションによる四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年２月29日)
当第３四半期会計期間
(平成28年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 160,799 192,603

営業未収入金 10,008 20,948

有価証券 19,768 917

教材 51,735 23,604

貯蔵品 1,879 1,603

繰延税金資産 57,785 67,666

その他 47,920 40,667

貸倒引当金 △710 △1,370

流動資産合計 349,187 346,641

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,038,187 1,965,071

土地 3,591,231 3,595,200

その他（純額） 68,805 74,419

有形固定資産合計 5,698,224 5,634,691

無形固定資産 38,642 37,001

投資その他の資産   

繰延税金資産 241,911 238,515

投資不動産（純額） 282,716 281,040

その他 408,335 531,623

投資その他の資産合計 932,962 1,051,179

固定資産合計 6,669,830 6,722,872

資産合計 7,019,018 7,069,513

負債の部   

流動負債   

買掛金 50,981 7,710

短期借入金 200,000 350,000

1年内返済予定の長期借入金 725,595 744,995

未払金 85,952 194,038

未払法人税等 117,911 6,460

前受金 67,287 218,410

賞与引当金 82,522 19,778

ポイント引当金 22,365 34,363

資産除去債務 4,954 9,200

その他 140,198 122,323

流動負債合計 1,497,770 1,707,281

固定負債   

長期借入金 1,350,912 1,301,032

資産除去債務 9,200 －

退職給付引当金 648,874 669,524

株式給付引当金 23,521 31,586

長期未払金 92,772 92,772

その他 32,832 40,504

固定負債合計 2,158,113 2,135,421

負債合計 3,655,883 3,842,703
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年２月29日)
当第３四半期会計期間
(平成28年11月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 990,750 990,750

資本剰余金 971,690 971,690

利益剰余金 1,885,568 1,743,465

自己株式 △513,432 △514,112

株主資本合計 3,334,575 3,191,793

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28,558 35,016

評価・換算差額等合計 28,558 35,016

純資産合計 3,363,134 3,226,810

負債純資産合計 7,019,018 7,069,513
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(2)【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

売上高 2,440,094 2,388,253

売上原価 1,972,029 1,975,383

売上総利益 468,064 412,870

販売費及び一般管理費 428,654 425,421

営業利益又は営業損失（△） 39,410 △12,550

営業外収益   

受取利息 242 104

有価証券利息 7,867 7,012

受取配当金 646 771

受取家賃 14,582 14,195

受取手数料 9,810 7,817

その他 2,203 2,130

営業外収益合計 35,354 32,031

営業外費用   

支払利息 7,137 4,706

有価証券売却損 － 893

減価償却費 2,350 1,998

その他 3,316 2,387

営業外費用合計 12,804 9,986

経常利益 61,960 9,494

特別利益   

受取保険金 5,357 －

投資有価証券売却益 － 949

特別利益合計 5,357 949

特別損失   

固定資産除却損 0 228

和解金 5,700 －

災害による損失 ※ 4,670 ※ 70,080

特別損失合計 10,370 70,308

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 56,947 △59,863

法人税、住民税及び事業税 16,564 15,281

法人税等調整額 36,866 △8,350

法人税等合計 53,430 6,930

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,516 △66,794
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第３四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

 

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

 

（表示方法の変更）

（損益計算書関係）

前第３四半期累計期間において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「減価償却費」は、営業外費用の

100分の20を超えたため、当第３四半期累計期間より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前第３四半期累計期間の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前第３四半期累計期間の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた5,667千

円は、「減価償却費」2,350千円、「その他」3,316千円として組替えております。

 

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」(平

成28年法律第13号)が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する事業年度より法人税率が変

更されることとなりました。

　これに伴い、平成29年３月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税

金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は32.1%から30.7%に変更されます。また、平成31年３月１日以後

開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法

定実効税率は32.1%から30.5%に変更されます。

　この変更により、繰延税金資産が12,109千円減少し、その他有価証券評価差額金が806千円増加し、法人税等調

整額(借方)が12,915千円増加しております。

 

 

（四半期損益計算書関係）

※　災害による損失

前第３四半期累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

　平成27年８月25日に発生した台風15号により被害を受けた鹿児島県内の教室の建物・設備に関する補修費用

等4,670千円であります。

 

当第３四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

　平成28年４月14日及び16日に発生した「平成28年熊本地震」により被害を受けた熊本県内の教室の建物・設

備に関する原状回復費用等70,080千円であります。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累

計期間に係る減価償却費（無形固定資産等に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日）

減価償却費 104,474千円 108,628千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月27日

定時株主総会
普通株式 75,329 12 平成27年２月28日 平成27年５月28日 利益剰余金

（注）平成27年５月27日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ESOP信託口が保有する当社の株式に対する配

当金4,320千円が含まれております。

 

(2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月25日

定時株主総会
普通株式 75,308 12 平成28年２月29日 平成28年５月26日 利益剰余金

（注）平成28年５月25日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ESOP信託口が保有する当社の株式に対する配

当金4,320千円が含まれております。

 

(2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

当社は、学習塾事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第３四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

当社は、学習塾事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
0円59銭 △11円29銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
3,516 △66,794

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
3,516 △66,794

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,916 5,914

 （注）1　当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金

額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2　株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、当第３四半期累計期間の普通株式の期中平均株式数の算出に当

たっては、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式360千株を控除しておりま

す。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 平成29年１月10日
 

株式会社昴
 

 取締役会　御中  

 

 監査法人　かごしま会計プロフェッション  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田　　畑　　恒　　春　　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森　　　　　毅　　憲　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社昴の平成２８年３月１日から平成２９年２月２８日までの第５９期事業年度の第３四半期
会計期間（平成２８年９月１日から平成２８年１１月３０日まで）及び第３四半期累計期間（平成２８
年３月１日から平成２８年１１月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、
四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して
四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昴の平成２８年１１月３０日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ
せる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 
 
（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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